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算定におかれてい る。」 と述べ られ てい る。 さらに,教 授 はr利 益』 は処 分可 能性 と業績指標
性を特質 と してい る と して 「会計上 の利益 が利害関係者 に とって有用な会 計情報 であ るため に
は,ま ず もって企業 の薬紙を表示す るもので しなけれ ばな らない。 …… また,現 在の経 済社会
秩序の もとでは,会 計制度上 の利益 が処分可能 な もの として扱われ るので,処 分可能性 も利益
くの
の基本的な特質 の1つ にな ってい る。」 と述べ られてい る。ただ,教 授 は,「現行 の会計制度 に
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示 の機 能が きわめて限 られ 起 もの とな るか ら,有 用な会計情報 の提 供 とい う而で時価主義会計
馴 して劣鰍 を指摘す鯉 謙 あると分析されてい乱 その上で融 授1ま願 主難 論 と
原価主義 消極論 とを比較 され,「 た しか に,利 害関 係者,と りわ け投 資者や与 信者が将来のキ
ャ ッシュフローを予 測す るための会計情報 の有効性 の面 か らは,歴 史原価 よ りもな んらか の時
価 を測 定す るための会 計宿報 が よ り高い適合性を もつか も しれない。 しか し,… …原:価主義会
計 は当初か らその よ うな会計 日的を前提 と して成立 してい るのではな く,そ の麸本的な特質は













題 がの ζる……」 とされ,原 価主義に よる業績指標性 の限界について原:価主義消極論に理解 を
示 しなが らも時価主義積極 論に も与 され ていな い。'
取 得原価 が検証可能であ るとの原価主義積極論者 の主張 はW.A.ペ イ1・ソ ・A.C.リトル ト
ソの主張 で もあ る。 ペイ ン ト・リトル.トソは 『検証 力あ る客観的 な証拠』 とい う命 題を会 計の
基礎概 念の一・つ に掲 げてい る。 彼 らは この命題 につ いて 「英国におけ る職業的 な監査の初期 の
発展が もた らした重要 な貢献 の一つは,記 録 された取引 を裏 づけ る客観 的な証拠 の重視 であ っ
た。記録 された収益 は,相 互 に独立 した当事者間 の真実 の販売か ら作 製 された客観 的な証拠を










基づ いて行 うことが絶対に必要 である。」 また,井 尻雄士教授 も 「……歴 史的原価 主義存こよる







適切 に運 用 した とい うことを証 明す るのが非常 にむずか しくな るであ ろ う。」 と され,原 価 主
義は客観的であ るゆ えに経営者の責任表 明に有効 である とされ ている。
しか し,原 価主義に よる財務諸表が経営者の責任表 明に声分 に役 立 ってい るとはいいがたい。
その ことは筆者が これ まで何度か紹介 して きたペ イ トンの次 の文言か ら明 らか で あ ろ う。 「A
は1914年にあ る会社 の経営者 であ ったが,戦 争のために売上が落 ち,収 益 があ ま り上 らなか
った ことを理 由に解雇 された。 しか し,彼 はその年 の8月,9月 に非常に安 い価格で原材料を
仕 入れ ておいた6そ して,12月に景気 は回復 し,こ の原材料 をい ま購 下す るには200,000ドル
も余 分に コス トがかか るよ うにな ってい る。1916年には引 き続 いて景気 は回復:し,Aを 引 き
継 いで経 営者にな ったBは そ の年 に多大な利益をあげ ることがで きた。 しか し,この多大な利
益 の うち200,000ドルは明 らか にAの 先見の明に よるものであ る。200,000ドルの原材料の
　
増価分は経営者 の資質 の判断 のため には1914年度 の収益 とす べ き.ものであ る。」す なわ ち,原
価主義会計 が必ず しも経歯音 責任 の表 明 とい うことに役立つ とは思 えな い。この場 合,200,000
ドルの時価上昇 に よる利益 は現金 同等物 の裏付けがな され ていな いので,制 度会計 において は
利益の処分 可能性 とい う観 点か ら計上 され ない ことにな っている。 しか し,こ の利益 は業績指
標性 とい う点か らは計上 してなん ら差 し障 りない はず である。 この利益が制度会計 において 計
上 されない のは,罵 村教 授が指摘 され ている ように,業 績指標性 が制度会計 の利益算 定構造 の
制約を うけ てい るか らである。
現行の会計 は原価 主義 会計である。 この会計体系 は,上 記の よ うに,経 営 責任の表 明とか経
営状況の報告 とい う業績 指標性 の而か らは不充分であ る。現在の原価主義会計で は,上 記の例
でい えば200,000ドルの利益 な計上す る ことは しない。 この時価上昇に よる利益 は この商品を
販売 した時 に認識す る ことにな ってい る。仮 に,時価主義に よるな らば,上記の評価益200,000
ドルは販売前 に認 識 され る ことにな るが,評 価益 とい うもの は販売が完了す るまでは現金同等
物 の裏付 けのない利益 であ っ'て,分配に まわす原資 のな い未実現利益で ある。利益 は分配 され
る時 には現金等を もって経 営外へ支払 われ るのが原則 であるので,処 分す る利益 の うちに未実
現利益 が混入す ることは不都合であ る。原価主義 は しぼ しば実現主義 と表裏一体 の関 係にあ る
といわれ てい る ように,処 分可能利益 算定 とい う点 において意味 がある。つ ま り,現 行 の制度
会 計が原価 主義会計であ るのは処分可能利益を算定す ることが主 目的 とな ってい るか らであ る
と考え られ よう。そ して,こ の利益を用 いて副次的に経盤錯 の責任表 明お よび経営状 況の報告
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とい った業績 の表示を も行 ってい るのであ る。 したが って,現 行 の原価主 義会計が業績指標性
とい う点 で不 充分 に しか役立た ないのは当然であ る。 この点,教 授 が 「現行の会計制度におけ
る利益 の業績指標性 は,… …処分可能 な利 益の計算構造 に制約 され た うえでの指業績標性で あ
ロ　
る…… ⊥ と指摘 され ている通 りである。 この場 合,仮 に,業 績指標性 とい う点を充実 しようと
す るのであれ ば,時 価主義を採 用す るとか,あ るいは,利 益 の認識 方法の変更を提案す ること
が必要 にな るであろ う。
H収 益認識条件としての対価
処 分可能利益 の算定 を主 目的 と してい る現行 の制度 会計においては,収 益 は実現 主義に よっ
て認識 され てい る。 罵村 教授は,収 益実現 の要件 として,商 品の引渡 と代金 の回収 との二つ の
要件をあげ,次 の よ うに述べ られてい る。 「その1つ は,所 有権の譲渡 の意思を もつ営業 目的
物 の引渡 しまたは営業 目的 用役 の提 供であ り,他 の1つ は,対 価 と しての特定資産 の取 得ない
ロの
し負債 の弁 済である。」'ここで,教 授 は制度会計 上,'前者の要件につい ては格別 の問題は生 じ
ないが,後 者の対価 として取 得 した資産の適格性を問題 に され てい る。す なわ ち,取 得 した資
産 としては現金 また は現金 同等物 とみ るの が一・般的で あ るが,教 授は現金 同等物 の内容を問題
にされ てい る。
教授 は取 得 した資産 の適 格性 について次の ように述べ られ て い る。 「現金 同等物 を厳 密に と
りあげれ ば,そ の適格条件 には,現 金化 にあた ってふたた び販 売過程を必要 としない資産 であ
ることが要求 され る。つ ま り,'資産 は,投 下 過程 にあ る企業資 本 と回収過程に ある企業資本 と
に よって構成 され てお り,現 金 は,回 収過 程 また は投下待機過程 にあ る企業資本 の典型的 な存
在形態 である。 した が って,そ の見地か らすれば,現 金 同等物 であ るためには,ま ず回収過程
ゆ
にある企業資本ない し経済資源 で しなけれ ば な らない 。」「しか し,他 面 に おいて,現 金同等 物
を現金 の保有 属的 の視点か らとらえるば あいには,そ の支払 手段充当性を重視 す る こ と に な
くユの
る。」
ここで,教 授は,商 品を販売 して対価 と して有価証券を取得 した場合,そ れ が収益 と して認
識 され うるか否かにつ いて次の三つ の考 え方 が あ りうる とされ ている。
① 商品を引渡 して取得 した有 価証券 はいかに流動性が高 く即時 に現金化が可能で ある と して
も,現 金化 にあた っては再 び販売過 程を経なけれぽ な らない。 それ ゆえ,そ れ らは投下過 程
にある企業 資本であ って回収過程 にあ る資産 とは考え られ ない。 この考え方に よる と取得 し
た有価証券 は現金 同等物 とはみ られ ないので,こ の場合 には,収 益 の認識は行わ ない ことに
な る。








そ こで,原 価1,000万円の商品を販売 して時価1,500万円の土地 を取 得 した場合を考え てみ よ
う。 仮 に,② の ように考え るな らば,い かな る資産 を取 得 しよ うと もそ の収益 は実現収益 と
して認識 され る ことにな る。 この行為は法人税上 はその よ うに理解 され,こ れ に係 る収益 は課
税所 得に算入 され ることにな るであ ろ う。 しか し,会 計理論上 は固定 資産 を取 得 した場 合,収
益 は未実現収益 である とみ るのが一致 した見方 であ る。 もっとも,有 価 証券は市場性が高 く,
即時的 に売却 して魏金を受け取 ることがで きる点において閲定 資産の取得の場合 とは多少異な
る。 しか し,支 配的な見方 では,取 得 した資産 を再び販売 しなけれ ば分配に まわす資金が 確保
しえない ものについて は実現収益 とはみ ないの であ る。す なわ ち,制 度会計 において算定 され
る利益は処分可能利益 であってみれ ば,対 価 は現金 同等物 で しなけれ ばな らないが,そ の現金
同等物に有価証i券は含め ない。だが,原 価1,000万円の商品を販 売 して時価1,500万円の有tilli
証券や固定 資産 を取 得 した と してその利益 が認識す るに値 しない とい うことはない。 この場合,
利益 の処 分可能性を問題 にす るのであれば,確 かに再 び販売 しなけれ ばな らな い資産を取得 し
た場 合には利益を認識すべ きではないで あろ う。 しか し,業 績指:標性を問題 にす るのであれ ば,
この利益 を認識す るこ とに差 し支えばない であろ う。む しろ業績指標性 とい う点か らみれ ぽ,
この利益 を積極的 に認識すべ きでさえ ある。 しか し,そ の場合,そ の利益 を認 識す る原則は現
行 の制度会計 におけ る利益認識原則 と異 なる ことになるで あろ う。
商 品を販 売 して対価を取得 した場合,業 績指標性を問題 にす るのであれば,そ の対 価の種類
を 問 う必 要はないであろ う。 業績指標性を問題 にす るのであれ ば,対 価 と して うけ とった有価
証券 が現金同等物 であるかい なかにかかわ らず,利 益を認識 して よいであろ う。 その後 に取 得
した有価証券 の時価 が変動す る と した ら,そ の変動に よる評価損益 も業績指標 性を示 す もの と
して認識す る ことにな る。 これ に対 して,有 価 証券を取 得 した場 合,現 行の制 度会計では利益
の認識 は行わない。 対価 と して有価証券 を取得 した と して も,そ れ を刊:び販売す るまで利益は
確定 していない もの として扱われてい る。 この場合,確 定 していない とい うと時価 の変動 の可
能性が強調 され るか も しれな いが,未 確定 とい う意味は時 価の変動を意味す るわけ ではない。
現行の制 度会計で は,現 金1司尋物であ ると し丁 も,fl断値が変動す る可能性 があ る資産 を取 得 し

























撒 舶 らの鮒 で締 した結果であぎll」「・…・この種の有備E券 に醐 織的醐 醐 わって
お り,… …組織 的市場 への売却 とい う行為で随時,完 了 させ るか,さ もなければ,買 い戻 しを
ゆ





なしに求めら泌 であろぬ 甑 森晒 召鰍 授は 「短搬 資が市棚1揚の」・昇によって増
価 してい る場合 には,す でに章幣粗 当物その ものが増 価 してい るのであるか ら,こ れ を利益 と
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して認識す るこ とは可能 であ る。」 とされ てい る。 これ に対 して,加 古宜士教授 は 「'…有価
証券 が取引所 の相場 のあ る株式であ った と して も,そ の相場は,す でに取引が成立 した後 のい
わぽr事 後的 な価格』 であ って,… …株式市場 には実 現可能価額の金額を確定す るた めの制 度
的保証がない・…・・」 「株 式市場は時 々刻 々変動 してい るのが通常であ り,こ のた め,保 有 有価
証券が貸借対照表 日の市場相場 ど う りに売却 され,そ の保有利益相 当額を確定 ・換金 でき る可
ゆ
能性 は乏 しい……」 とされ,「 短期投 資一般 に?い て,こ れを貨幣資産 また は貨幣 の代替物 と
して規定す るこ とは困難 であ り,と くに保有有価証券 につ いては,む しろ これを市場価格 の変
動 に よってその評価額 も変わ らざるを えない非貨幣 資産 と して認識 し,そ の保有損益 は,当 該
　
資産 の売却時点におい て確定す るもの と考 える ことが妥当であ る。」 と述べ られ て い る。 両者
の考 え方 の違 は,結 果 と して,前 者 は有価 証券 を貨幣性資産 とみ る ことにな り,後 者 は非貨幣
性資産 とみ る ことにな ってい る。 現在の制度会計 において は,商 品を販売 して有価証券 を取 得
した場合,こ れ は収益 の実現 とはみな さな い。収益 は貨幣 同等物で回収 され しなけれ ばな らな
いが,現 在 の制度会 計では有価証券は貨幣性資産 とは見 られ ない ことを意味す る。経営分析 に
おいて有価証券 は返済能 力をみ る上ではただ ちに貨幣 に転換で きるので貨幣性資産で あ ると見
て よいであろ うが,収 益 の認識 とい う点か らは貨幣性 資産 と見ていない。 これ に対 して,商 品
を販売 して代金を受取 手形 や掛 代金を取得 した場 合には,現 金 同等物 の取得 と して収益 の認識
が行われ てい る。す なわち,対 価 として有価証券 を取 得 した場合に は収益 は認識 され ないが,
受取 手形や掛代金 の場 合は収益 を認識す るのは両者 の性質が異な るか らであ ろ う。す なわ ち,
受取手形 や掛代金 の取 得は収益認識の条件を満た してい るの に対 して有価証券がそ の条件 を満
た していないのは支払 可能性 とい う点は 同 じであ ると レて も,他 の条 件が両者で異な るためで
あろ う。受取手形 は ともか く掛 代金それ 自体 は直接的 な支払手段 ではない。 それ に もかかわ ら
ず掛代 金は貨 幣同等物 とみ られてい る。 しば しば,会 計 の説 明においてG→W一 ・G'の図が
示 され てい るがG'は 現金だけでな く,受 取手形や掛代 金 も含 まれ るのは現在の制度会計が信
川経 済を前提 に してい るか らにほか な らな い。簿記 の借 方 ・貸方 の語源の親朋は会計が信用経
済 を前提 に している ことを物 語 ってい る。現在の制度会 計は信用経済 を前提 と した債 権農務確
定主義会計か らの発展形態 であ る。信 用経済におい ては受取 手形 もi掛代金 も現金同等物であ っ
て,会 計以前 に これ らが現金同等物 であ ることが社会的 に認知 され てい る。 これ に対 して,有
価証券 はた とえば支払手段た りえて も社 会的に現金 と しての機能 は認 め られ ていないのであ る。
したが って,商 品を販売 して有価証券を取 得 した と して も,分 配可能利益 の算定を主 目的 とす
る現行 の制度会計におい ては,実 現収益 と しては計上 され ないのである。ただ,繰 り返す が,
この利益 は業績指標牲 とい う点か らもその計上 が拒否 され るべ き ものではない。原 価1,000万
円の商品を販売 して1,500万円の有価 証券を取得 した とすれば,500万円の利益 は業 績を判断
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す る上で 有用 であろ う。 しか し,そ の場合,取 得 した資産が貨幣 同等物 で しなければ な らない
ことはない。1,000万円の商品を販売 して1,000万円の土地を取得 した と して もこの500万円
はやは り業績指標性 とい う点 か ら認識 され て よい利益 であ る。
皿 実現主義の根拠
現在の制度 として行われてい る会計におい ては,収 益は実現主義 に よって認識 されてい る。
収益が実現主義 に よって認識 され てい るこ とについて,罵 村教授 はその本質的根拠は利益 の特
質 であ る業績 指標性 と処分 可能性 の二面か らの適合性であ ると述 べ られ ている。教授は業績指
標性の面か らの適合性につい て 「期間的な経営成績の表示を単純 に と りあげれば,そ の期間に
な された経営 努力を反映す る よ うな収益 の認 識,つ ま り発生主義に よる収益の認識 が実現主義
よ りも合i理的だ といえ る。 しか しなが ら,企 業の業績は本来的 に 目標達成度を示す ものでなけ
れば意味 がない。 つ ま り,ど の ように経営努 力がは らわ れて も}ヨ標達成につ なが らないか ぎ り,
業績 とはいえないか らである。 実現収益 は まさに 目標達成度を示す収益であ り,業 績指標性 の
　
面か らの適合性が認め られ る。」 と述べ られ,実 現主義に よる収 益の認識 は業績指標性 とい う
面か ら意味 があ るとされてい る。また,教 授は利益の処分可能性 の面か らの適 合性 につ いて も
ゆ
「それ こそ実現主義 の原則の基本的 な根拠を なす もの……」 とされ,「経営努 力の進 行に応 じて
発生主義に もとつ く収益認識がな され るぽあいに は,当 然に未実現利益 が計上 され る ことにな
る。 しか し,こ の未実現利益は,一儀 的な取 引形態の もとで は,単 純 にまだ実現 していない利
益 とい うだけでな く,予 定 どお りに実現す るとはか ぎらない利益を意味す る。 したが って,利
ゆ
益 の処 分可能性を重視す るか ぎ り,実 現主義 に よらざるを えない ことに なる。」 と述べ られ,
実現主義 に よる収益 の認識 は処 分可能性 の面か ら意味があ るとされ ている。 さらに,教 授は実
現主義 の技術的な根拠 と して収益 の立証性 ・検証可能性をあげ られ,取 引当事者 間の合 意に も
とつ く取 引であ る点をあげ られ ている。
支 配的見解では,実 現主義の根拠 として処 分可能利益 の うちに未実現利益が混入す る ことを
未然に防 ぐとい う理 由があげ られ てい る。 また,実 現主義 と表裏一体の関係にあ るといわれ て
い る原則 と して原価主義の原則があげ られ てい るが,こ の原則に よると1,000円で購1入した商
品の時価が1,50◎円に上昇 した と して も,こ の商品の価額を1,500円に評価替 して500円の評
価益を計上す るよ うな ことは しない。 そ して,そ の理 由 として,評 価益は未実現の利益であ っ
て貨幣同等物の裏付けのない利益 であ るので処 分可能利益 とは ならない点 があげ られ てい る。
す なわ ち,制 度 会計論 では,実 現主義の根拠 と しては利益 の処分 可能性が問題 とされ てい る。
これ に対 して,教 授 は実現主義 の根拠 と して業 績指標性 と処分 可能性 の二 面をあげ られ ている。
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ただ,教 授は,す でに紹介 した よ うに,「現行の会計制 度に おけ る利益 の業績指標性 は,… …
処 分可能 な利益 ゐ計算構造 に制約 された うえでの業績指標性であ る一..総とされ てオδり,実 現
主義 の第一義 的根拠 として処分可能性をあげ られ,第 二 義的に業績指標性 を問題 にされてい る。
す なわ ち,支 配的見解 が実現主義の根拠 と して利益 の処 分可能性のみを問題 と してい るの に く
らべて,教 授は第二二義的であ るにせ よ利益 の業績指標性 とい う面を強調 され てい る。 このため
であろ うか,教 授が念頭においた ・『実現』概 念はいわゆ る伝統的 といわれ てい る 『実現』概念
よ りも少 しばか り広 くな って炉 る。す なわ ち,制 度 会計論においては収益 の実 現は対価 と して
現金,売 掛金(未 収 金),手 形 とい った 現金 同等物 を受 け入れ ることを条件 とす るのが支配的
見解 であ る。 しか し,教 授は,す でに見た ように,現 金 同等 物に有 価証券を 含めてお り,こ の
点 において教授 のr実 現』概念 は従来 の 『実 現』概 念 よ りも少 しだけ広 くな ってい る。
ペイ トン ・リ トル トソは収益 の 『実現』 につい て次 の よ うに述べ てい る。 「収益 は生産物が
　
現 金 また はothervalidassetsに転換 す る こ と に よっ て実 現 す る 。」 「支 配 的 見 解 に よれ ば,
収 益 は 現 金 の 受 取,受 取 債 権 また はothernewliquidassetsに』よ って裏 付 け され た 時 に実 現
　
す る。」 この場 合,other…assetsは現金 とは性質を異 にす る資産,す なわ ち,そ の他 の流
動資産を意味す るのであろ うか。 それ と も現金に類す るそ の他の資産 を意味す るのであろ うか。
支配的 見解 では,収 益 の実現 は現金同等物に よって裏付 け され てい る こと渉条件 とされ ている。
した が って,共 著者達 が 『支 配的 見解 に よれ ば』とことわ ってい ることか らすれ ば,other…
asseteは現金 とその性質を異にす る流動資産を意味す るのではな くて,現 金 に類す る資産を意
味す る と解すべ きであ る。 仮 に,other・1・…assetsを前 者の よ うに現金 と性質 を異にす る流
動資産 と理解す るな らば,そ の ご実現』概念 は後者 のよ うに理解す る支配的な 『実 現』概念 よ
りも広 くなる。
森l!l哲彌 は 『実現』 概念をペイ トソ ・リトル トン,1964年のAAA実 現概 念委 員会の報告
　
書,ヘ ソ ドリクセ ソ等の 見解 を参考 に して次 の よ うに規定 され てい る。
① 当該企業 が一・方 の当臨者 であ る市場が存在す ること
② 顧 客に対す る給付 の提 供がな され ている こと
③ 提供 した給 付の対価 と して流動資産を取得 してい る こと
森 田教授は この 『実現』概念を 『伝統 的実 現概 念 ・実現主 義』 とい う一・節を設け て取 り扱われ
てい る。 この テーマか ら見て,森 田教授 は この節 ではr実 現』概念を処 分可能利益 の観点 か ら
規定 されたので あろ う。仮 に,こ の条件の うち ③ の ままでは対価 として現金,売 掛金(未 収
金),手 形のほかに有価証券や棚1卸資産(原 材料,仕 掛品,製 品,商 品)を 受 け入れ た場合に
も収益 は実現す る ことにな って しま う。 だが,制 度会計においては棚 卸資産の受 入れに よって
収益 の認識を行わ ない とい うのが支配的見解 であ る。 そ こで森 田教授は ③ の条件 を明確に さ
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れ,「対価 として流 動的な資産(直 ちに,ま たは短期間の うち に支払手段 とな りうる資産)を
　
取得 してい ること…… 」 と述べ られ,こ こにい う流動資産 とは現金 同等物を意味す ることを 明
確 にされてい る。 ただ,森 田教授は,加 古教授が指摘 された よ うに,「短期投資が市場相場 の
　
上昇に よって増価 してい る場合 には,す でに貨幣 同等物 その ものが増 価 してい る……」 と考 え
　
られてお り,現 金 同等物 には篤村教授 と同様に有価 証券を 含め られ ている。
収益を 『実現』主義 に よって認識す る根拠 は利益 の処 分可能性に求め られ る。 この場合,受
け取 る対価 は現金 同等物 であ る ことが要求 され てい るが,現 金 同等物 に有価証 券を含め ないの
が支配的見解であ る。 仮 に,対 価に有価証券や棚卸 資産 を も含 める とすれ ぽ,そ のr実 現』主
義 は利益の処分可能性 とい う点か ら見 ての根拠 とはな らない。 現在の会計においては有価証 券
や棚卸資産 の受 入れ に よって収益を認 識す ることは行われていない。 制度会計論 とい うのは行
われ てい る方法 を観察 して現在 の制度 会計において算定 され てい る利益は処分可能利益であ る
と理 由付け をす る理論 であ る。行われ ていない方 法は,い くら合理的な提 案であ って も,処 分
可能利益算定 のた めには不向 きな方法 であ るゆえに行われて こなか った と見 るのであ る。 行わ
れ て こなか った方法は別 の利益を求め るためには有効であ るか もしれないが,制 度会計の利益
を 求め るには不 向きな方 法であろ う。す なわち,利 益の処分可能性 とい うことを問題 と してい
ないのであれ ば,収 益 を有価証券や棚卸 資産 の受 入れに よって認識 して も差 し支えないであろ
う。収益認識 の対価を有 価証券や棚卸 資産 に も拡大す る提案 は利益 の処分可能性だけでな く一
利益 の業績指標性 とい う点を も念頭 にお く場合 には反 対 され るべ きものではないであろ う。
対価 と して商品や棚卸資産を受け入れた場合 には収益 のr実 現』 とみ る考 え方 は1964年の
AAAの 実現概 念委 員会報 告書 の 『実 現』概 念に も見受け られ る。そ こで は,実 現の要件 とし
て,受 け入れ る対価 は 『客観的測定可能性』 とい う属性を満たせば充分で あ って,従 来の よう
な貨幣性資産 であ ることは要求 され ていない。 さらに,そ こで は,顧 客に対す る給付の提供が
な され ることも要件 とされ ていない。 す なわ ち,収 益 の認識方法が拡大 してい る。実現主義の
根拠 として利益 の処 分可能性か ら業績 指標性へ重点が移行す るにつれ て実 現概念が徐 々に拡大
しているのであ ろ う。 しか し,利 益の処分可能性のみを根拠 とした 実現概 念 と業績指標性のみ'
を根拠 とした実現概 念 とは全 く異質の ものにな ってい る。 この ように見 て くる と,r実現』 概
念が徐 々に拡大 してい るの ではな くて,ま た,業 績指標性を 問題 とす る場合 には拡大 された実
現主義に よるのではな くて,『実現』 とはいえない原則を もって収益を認識 してい るのであ る。
利益 の処分可能性を問題 とす る時 のr実 現』主義 と業績指標性を問題にす る時 のr実 現』主
義は全 く異質の原則であ る。 しか し,そ れゆ えに,業 績指 標性 を見るた めの利益 を認識すべ き
ではない とい うのではない。業績指標性を 問題 とす るのであれ ば,こ れ までの制度会計 の原則
になん らこだわ る必要はな い。r実 現概念』 が変化す るのであれ ば,そ の原則 に よって求め ら








あってはな らない。現行 の制度会計に おいては,主 として処分 可能利益を 求め てい るので 『実
現』主義に よって利益 を認 識す る ことにな ってい る。 しか し,利 益 は 『実 現』主義 に よって し
か認識すべ きでない と考 えて,業 績指標性を問題 とす る場合 の利益 も 『実 現』 主義で しなけれ
ば な らない としてr実 現』 概念を拡大 し,そ れをr実 現』主義 であ る主張 すべ きではない。 拡
大 した 『実現』概 念は明 らかに従来の 『実現』概 念ではないのであ って,そ の拡 大 したr実 現』
概 念に よるr実 現』 主義はす でにr実 現』主義 の原 則 とはいえない原則であ る。業績指標性を
問題 とす るのであれば,商 品を販売 した 対価が流動 資産 である必 要はない。1,000万円の商品
を販売 して1,500万円の建物を取得 した と して,建 物を減価償却 して流動資産に転化す るにつ
れて収益を 認識す る必要'もない。 建物 を取得 した段 階で利 益を認識 して差 し支 えない。 もちろ
ん,対 価 と して土地を取得 した として も,そ の土地 を売却 して流動資産 を取得 した段階 にな る
まで利 益の認識を延期す る必要 もない。商品を販売 して,土 地 を取得 した段階で利益を認識す
ることは差 し支 えない。 この場合に,土 地 を取 得 して も処 分可能な利益では ないか らこの利益
を認識す べ きで はない,と の反論がある とすれ ば,そ の反論 は制度会計を脱却 していないだけ
であ る。 業績指標性を問題 にす るのであれば,す でに制度会 計の問題を離れ てい しなければ な
らない。 この場合,利 益が処分可能であ るか否 かはすでに問題 には な らないので あ って,利 益
を認識す る原則 も 『実現』 主義に よる必要はない。 したが って,こ の利 益を認識す るた め に
『実現』概 念を拡大 して,そ の拡大 した 『実現』 主義 に よって利益 を認識す るのではな く,現
行の制度会計 の原則 とは異 な った原則を確立すべ きである。 『実 現』 主義 とい うの は利益の処
分可能性を問題 とす る場合 の概 念であ って業績指標性 には関 係のない概 念であ る。
IV実 現概念拡大化への疑問
『実現』 概念が徐 々に拡大 させ られ て きてい る。 収益の認識 につ いてのr実 現』 概 念は支配
的見解に よれば,対 価 として現金 同等物 を取得 した ことを条件 としている。 この 『実現』概 念
が拡大 させ られ始めたのは1957年のAAAの 会計基準か らであ る。その後,1964年のAAA
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実現概 念委 員会報告書を経 て,AAAの19734974年概念お よび基準委 員会は,収 益 の 『実現』
・の要件 と してr客 観 的測定 可能性』 をあげてい る。 これ らの内容 につ い てはす でに多 くの人 々
に よって紹介 され てい るので詳 しく触れ ないが,こ こに示 された 『客 観的測定可能性』 につ い
て市場取 引 も現金 同等 物の裏付 け も要件 とされていない。 そのため,保 有資産につ いて時価が
市場 にお いて客観的 に測定 で きる場 合には保有利益を収益 として認識 で きることにな る。繰 り
返すが,こ の よ うに拡 大 した 『実現』 概念を もって認識 され た収益 は処 分可能利益 ではない。
『客観的測定可能性』 を問題 にす る 『実現』 概 念は業績 指標性を問題にす る概念 であ る。 ペ イ
トン ・リ トル トンは次の よ うに述べてい る。「養 暗中の樹 木につ い て は,・…∴た とえ ば常磐 木
はほ とん どいか ない樹 齢について もその ときの市場価格で販売 しうるので,生 長 中の樹木を現
在販売 しうる値 段はいかな る特定 の 日付について もある程 度正確 さを もって推定 し うる。 ・
同様に,羊 その他の家畜類の群の 自然的 な増加 は,市 場 生のいち じる しく高 い資産を表示 して　
お り,そ れゆえ,認 識可能な収益 の属性を備え て い る。」 「自然:増加(accretionornataral
increase)が実質的 な収益 と して報告 され るべ きでは ない とい って も,こ の現象の貸借対照表
的な観点 よ り見た現実 または重要性を否定す る とい う意味で は な い。 ……資産 の増 価分が,
……実 現 した利益 と別個 に報 告 され るな らば ,自 然増価 分を注意深 く推定 して報 告す ることに
　ほ
たい して重要な反対意 見はまった く存在 しな い。」す な わ ち,ペ イ トン ・リ トル トンが述べ て
い るよ うに,何 千万 円 もす るサ ラブ レッ トが生 まれ た よ うな 自然増価 はr客 観的測定可能性』
とい う点を満たす収益であ るが,こ の収益 はr実 現』 利益 とは別個の ものであ る。 丁実現』 概
念をr客 観的 測定 可能性』 として理解す る と して もそのr実 現』概念 は処 分可能利益 を念 頭に
おいた 『実現』 概念 とは異 なる概念め ものである。『実現』 概念 が徐 々に拡大 させ られ る傾 向
が あるが,制 度会 計におけ るr実 現』概 念処分可能利益 の算定 において意 味のあ る概 念であ る。
これ に対 して,『客観的 測定可能性』 へ と拡大 した 『実現』 概念は処 分可能利益 とは関係のな
い概 念であ って,業 績指標性 を問題 とす る場合 の概 念であ る。 す なわ ち,r実現』 概念が拡大
す るのは論者 の重 点の 置き所 が処分可能利益 の算定か ら業績 指標性へ の移行に関連 してい る。
あ る論 者は処分可能利益を意識 しつつ業績指標性 を問題 にす る。 この論者は貨幣資産 の うちに
有価 証券 を含め ることに よってやや 『実現』 概念を拡大 させ る。 また,別 の論者 はい っそ う業
績指標性を問題 にす る。 この論者 の場合 には さらに 『実 現』概 念を拡大 させ る。業績指標性を
問題 にすればす るほ どr実 現』概 念は拡大 している。 その結果,こ れ らのr実 現』概念 は処分
可能利益 の算定を主 目的 とす る制 度会計 におけ る 『実現』 概念 とは ま づた く異質 の ものにな っ
てい く。
処分 可能 性を問題 と している 『実 現』概念 について 『伝統 的』 とい う語を付 し,業 績指標性
を問題 と して拡大 させ た最近の 『実現』 概念 と区別す る ことが行われ てい る。 『伝統 的』 とい
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う語をつけ ることに よって処 分可能性を問題 とす るr実 現』概念はす でに過去の概念であ るか
の よ うに印象 づけ られ ている。 しか し,『実現』概 念に古臭 いr伝 統 的』な ものが存在す るはず
はない。新 しく提 案され てい る 『実現』 概念 は制度会計 におけ る 『実現』 とは異質の概念であ
る。制度会計 においてr実 現』 とい う語 は処分可能利益を算定す る場合の確立 した用語であ る。
業績指標性を問題 とす るのであれば 『実現』 していない利益を認識す ることに躊躇 してはな ら
ない。 収益は 『実現』 した ものを認識す るのだ とい う観念を捨て去 ら しなけれ ばな らない。 処
分可能で はな い利益を認識す る方法を実現主義 であ るとす る必要はない。業績 指標性を問題 と
す るのであれば,自 然増価 を認識 して差 し支 えない し,『実現』 主義以外 の原 則を用いて差 し
支えない。 その場合,制 度会 計におけ る利 益 と異な る利益 を求めるのであれば,・何 か別 の原則
を採用 して よいであ ろ う。現 在の制度会計 において処 分可 能利益を 算定す る原則 が 『実現』 主
義なのであ って,そ れ 以外の利益を認識す る方法 はr実 現』 主義 と呼ぶべ きではない。す なわ
ち,現 在 行われてい る収益 の認識方法をr実 現』主義 と呼ぶ のであ って,こ れ 以外 に提案 され
る方法 にr実 現』 主義 とい う呼称を与えてはな らない。 『実 現』 に伝統的な もの と進歩的な も
の とが存 在す るはずはない。伝統的 といわれ る 『実現』概念 は制度 会計 におけ る処分可能利益
にかかわ る概念 であ り,い ささか も拡大す る ことない。仮に,拡 大す るとす ればその概念はす
でに処分可能利益に はか炉わ りのない概念であ る。進 歩的な 『実現』概 念は 『実現』 とい う語
を用 いず にもっ と積極的に新 しい会計用語を開拓すべ きであ る。 有価証券 の取 得に よって収益
を認識す ることは現在の制度会計 では行われ ていないので,こ の収益 の認識方 法 もr実 現』 主
義ではない。 また,現 金同等物 以外の資産(棚 卸 資産)の 取 得に よって収益を 認識す る方 法 も
『実 現主義』 ではない。 さ らに,『客観的 測定可能性』 に よって収益 を認識す る方法 も 『実 現』
主義ではない。 各論者はそれ ぞれ に収益認 識方法 を拡大 させ ているが,そ れぞれ の認識方法 は
異な る収益認識方 法であ る。 これ らの方法を も含め るた めに 『実現』概念を拡大す る ことは利
益 の処 分可能性を 問題 にす る制度会計を混乱 させ るだけであ る。
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